
別海町起業家支援事業補助金交付要綱

平成２２年４月１日

別海町訓令第５号

注 令和６年５月から改正経過を注記した。

（目的）

第１条 この要綱は、別海町中小企業振興基本条例（平成２１年別海町条例第１４号）第

４条第１号及び第２号に規定する中小企業者等の経営基盤の強化、経営の向上と改善、

資金供給の円滑化及び経営の革新と創業の促進を図るため、新規開業や新分野への進出、

経営拡大等に取り組む意欲的な起業家、空き店舗の新たな活用や既存店舗からの移転営

業等に取り組む地域活性化に貢献する起業家に対する補助金の交付について、別海町補

助金等交付規則（昭和５９年規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１） 起業 次のいずれかに該当する場合をいう。

ア 事業を営んでいない個人が新たに会社を創業する場合

イ 事業を営んでいない個人が所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２２９条に規

定する開業の届出により、町内で新たに事業を開始する場合

ウ 法人及び個人事業主が新たな分野で事業を開始する場合

エ 法人及び個人事業主が現在営む事業を拡大する場合

オ 法人及び個人事業主が空き店舗を利活用する場合

（２） 起業家 前号に規定する起業をする者

（３） 起業の日 第１号ア及びイにあっては登記簿謄本又は開業の届出に記載された

設立（開業）年月日、その他にあっては当該事業に着手した日をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、町内に居住し、かつ、町内に事業拠点

を置く個人又は町内に本社を置く法人であり、いずれの場合も町税等の滞納がない者に

限る。ただし、次の各号に掲げる者を除く。

（１） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）に基づく届出を要し、性風俗関連特殊営業を営もうとする者



（２） 法人において、社名又は代表者を変更し、変更前と同一の事業によって本要綱

による開業支援の助成を受けようとする者

（３） 親に代わって子又はその他の親族が経営者となり、変更前と同一の事業によっ

て本要綱による開業支援の助成を受けようとする者

（４） 公共用施設で事業をしようとする者

（５） 他の法人等を支配することを目的にした事業を行う者

（６） 前条第３号に規定する起業の日から５年を経過し、第６条により補助金の交付

申請をする者

（７） その他町長が適当でないと認めた者

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号の

いずれかに該当する場合で、補助によって成果を挙げ得ると認められ、申請年度内に事

業を完了するものとする。

（１） 新たに事業者となる者が行う新規開業事業

（２） 既存の事業者が新たな分野に取り組む新分野進出事業

（３） 既存の事業者が既にある事業を強化する経営拡大事業

（４） 空き店舗を利活用する事業

（５） その他町長が特に認めた事業

２ 町外で行う事業については、１起業家当たり１回に限り、補助対象事業とする。

３ 第１項第１号の規定による補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を確定した日か

ら５年を経過したのち、新たな補助金の交付を申請することができる。

４ 空き店舗を利活用する事業については、１週間当たり１日３時間以上、かつ、４日以

上の営業を行う場合に補助対象事業とする。

５ 本要綱における申請回数は、分野を問わず１起業家当たり２回を限度とする。ただし、

町長が当該事業の内容が極めて有益であると認める場合は、この限りでない。

（補助対象経費及び補助金の額）

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、特定の財

源を除いた自己負担に係る経費とする。

２ 補助金の額、補助率及び補助対象経費は、別表１に定めるものとする。ただし、算出

した補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。



（補助金の交付申請）

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金等交付

申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添付し、町長に提出しなければならない。

（１） 事業実施計画書（第２号様式）

（２） 収支予算書（第３号様式）

（３） 町税完納証明書

（４） 許認可等を要する業種を起業する場合は当該許認可を証明するもの

（５） 登記簿謄本の写し又は管轄する税務署に提出した開業届の写し

（６） その他町長が必要と認める書類

（補助金の交付決定）

第７条 町長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、必要に応じて現地調査

を行い、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、その旨を補助金交付決定通知書

（第４号様式）により申請者に通知する。

２ 前項の審査により、補助金を交付することが不適当と認めたときは、交付しない旨の

決定をし、その旨を補助金不交付決定通知書（第５号様式）により申請者に通知する。

（事業計画の変更等）

第８条 補助金交付決定通知書を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、事業

内容や計画を変更又は中止しようとするときは、補助金等交付変更（中止）承認申請書

（第６号様式）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、当該事業

の目的に変更を来たさないでその事業量又は事業費がその２０パーセント以内の減額の

場合は、この限りではない。

２ 町長は、前項の申請内容を適当と認めた場合は、その旨を申請者に通知するものとす

る。

（実績報告）

第９条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、補助事業実績報告書（第７号様

式）に次に掲げる書類を添付し、すみやかに町長に提出しなければならない。

（１） 収支決算書（第８号様式）

（２） 起業拠点の写真

（３） その他町長が必要と認める書類

（補助金の請求）



第１０条 町長は、前条の規定による補助事業実績報告書の提出があった場合は、その内

容を審査の上、補助金の額を確定し、交付決定者に補助金確定通知書（第９号様式）に

より通知するものとする。

２ 交付決定者は、当該年度末日までに、補助金交付決定通知書（第４号様式）及び補助

金確定通知書（第９号様式）の写しを添えて、町長に補助金の請求をしなければならな

い。

（補助金の交付決定の取消し）

第１１条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、規則第９条の規定により補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

（１） 補助金の交付を確定した日から５年以内に事業の変更・中止・廃止をしたとき。

（２） 個人事業主の交付決定者が補助金の交付を確定した日から５年以内に転出した

とき。

（３） 法人の交付決定者が補助金の交付を確定した日から５年以内に本社を町外に移

転したとき。

（４） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

（５） この要綱の規定に違反したとき。

（６） その他町長が事業の運営、経理について、不適当と認めたとき。

（補助金の返還）

第１２条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取消した場合において、既に交

付された補助金があるときは、期限を定めて別表２により算定した額の補助金の返還を

命ずることができる。ただし、災害、疾病又は貸主側の責による転出など特段の事情が

ある場合は、この限りでない。

（帳簿及び書類の整備）

第１３条 補助金の交付を受けた申請者は、当該補助対象事業に関する帳簿及び書類を備

え、これらを５年間保管しておかなければならない。

（委任）

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。

別表１（第５条関係）



区分 事業内容 補助金額 補助率 経費の区分

新規開業 新たに起業する場合の

費用助成

限度額５０

０万円 ２／３

以内

【対象経費】

・什器、備品等の物品経費

・複写機、パソコン等の機器経

費

・内外装工事、看板等の設置経

費

・宣伝広告に要する経費

・各種許可書等の取得経費

・移動販売車両など事業と結び

つきが深いと認められる車

両経費

・空き店舗の土地建物の取得、

造成及び除却に係る経費

・その他町長が認める経費

【対象外経費】

・資格取得に係る受講料、受験

料、旅費等の経費

・動植物

・申請者の配偶者、又は生計同

一者若しくは４親等以内の

親族から購入する場合の経

費

・他の制度による助成金又は補

助金の交付内容と重複して

いる経費

・日本標準産業分類における農

業、林業及び漁業に係る経

費。ただし、畜産類似業、農

業サービス業、徳用林産物生

空き店舗利

活用促進

既存の空き店舗を利活

用する場合の費用助成

限度額８０

０万円

新分野進出①新たに事業所を設

け、新分野に進出す

る場合の費用助成

限度額５０

万円

１／２

以内

②既存の事業所を利用

して、新分野に進出

する場合の費用助成

限度額３０

万円

③新たに事業所を設け

ず、新分野に進出す

る場合の費用助成

限度額２０

万円

経営拡大 既存事業の規模を拡大

する場合の費用助成

限度額５０

万円

その他町長

が認める事

業

町長が認める事業内容 町長が認め

る額



１ 新規開業の申請者は、他の区分の限度額の１／２を交付限度額とする。

２ 新分野進出によって新たな雇用が創出される場合は、①の補助金額を適用する。

３ 新たな雇用とは、ハローワーク等において広く求人を行い、１週間当たり１日３時

間以上、かつ、４日以上勤務する者を雇い入れた場合をいう。

別表２（第１２条関係）

産業及びその他の林業を除

く。

区分 返還すべき補助金の額

①５年以内に事業の変更・中止・廃

止をしたとき

②個人事業主が５年以内に転出した

とき

③法人が５年以内に本社を町外に移

転したとき

経過年数

１年未満 交付額の全部

１年以上～２年未満 交付額の８０％

２年以上～３年未満 交付額の６０％

３年以上～４年未満 交付額の４０％

４年以上～５年未満 交付額の２０％

偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき 交付額の全部

要綱の規定に違反したとき 交付額の全部

その他町長が事業の運営、経理について不適当と認めたと

き

交付額の全部
























